
 人事部の三浦です。

 私からは、JR九州グループの「人づくり」の取り組みについて説明します。

 次のページをご覧ください。



 人づくりは、安全・サービスと並び、当社グループの価値創造の源泉であり、マテリアリティの１
つと位置づけております。

 次のページをご覧ください。



 JR九州グループの持続的な発展とあるべき姿の実現のためには、「安全」と「サービス」に誠実に
取り組むとともに、現状に満足せず、自らの経験や学びを活かして新たなことに果敢に挑戦し、将
来を見据えた変革を推し進めることのできる従業員の育成が不可欠です。

 そのような従業員を育成していくための基盤となるのが、働きやすさの追求と働きがいの創出を通
じた、「社員が”幸せ”を感じ、”いきいき”と活躍できる環境づくり」です。これは、ワークライフバ
ランスの充実やダイバーシティの推進などが取り組みの中心となります。

 こうした基盤の上で、多様な研修機会の提供と、従業員が自ら考え、行動するためのきっかけとな
る仕組みを充実することで、学ぶ風土と行動する気風を培い、「学び、挑戦する人づくり」を進め
ていきます。

 まずは、「学び、挑戦する人づくり」の取り組みについて説明します。次のページをご覧ください
。



 従業員一人ひとりの成長を促すため、多様な研修や制度を設けています。

 新入社員からマネジメントまで、各階層に必要とされる資質や知識・技能を高めるための階層別研
修、各系統における業務レベルを向上させるための職能別研修、従業員自らが手を挙げる公募制研
修、MBA取得のための大学院派遣制度など、多様な研修制度を設けており、従業員一人あたりの研
修実施時間は年間17時間にのぼります。

 コロナ禍で厳しい経営環境の中でも、当社グループの持続的な発展と企業価値の向上のために人材
への投資は不可欠と考えており、これまでどおり継続して実施するとともに、更に充実を図ってい
きます。

 次のページをご覧ください。



 「学び、挑戦する人づくり」において注力している取り組みの一つが、安全とサービスを自らの力
で創造する従業員の育成です。当社グループのすべての事業の根幹である安全とサービスは、「価
値創造の源泉」であり、人づくりにおいても特に重要と捉えています。

 安全に係る様々な学びの中でも特徴的な取り組みが、「安全創造館研修」です。「安全創造館」は
、過去の事故等の教訓を風化させず、安全をつくっていくための基本動作や安全対策の意味を理解
し、お客さまや従業員の安全のために行動できる従業員を育成する目的で、2011年に開設した研修
施設です。安全創造館研修の対象者は、マネジメントを含むすべての従業員であり、2011年の開設
以降、コンテンツを変化・充実させながら、現在6巡目の研修を実施中です。

 サービスについても、すべての従業員を対象としたサービス意識を高めるためのeラーニング、全駅
係員・全乗務員を対象にしたロールプレイング研修、お身体の不自由なお客さまやご高齢のお客さ
まに対する適切なサポートを行うためのカスタマーサポート研修などを実施し、お客さま満足の向
上に努めています。

 次のページをご覧ください。



 こうした様々な研修機会の提供だけでなく、当社グループの持続的な成長の源となる、自ら学び、
行動し、挑戦する人材を育成するための制度の拡充にも努めています。

 従業員の自発的な学びを支援する制度として、働きながら知識やスキルを習得できる公募制研修で
ある経営大学院単科受講や国内大学院派遣制度があります。毎年多くの従業員が募集に手を挙げ、
社内選考試験を経て、毎年派遣しています。

 また、自ら考え、自ら行動する人材を育成するため、「JRK活動」という小集団活動を会社発足以来
継続しています。JRK活動では、自らチームをつくり、業務改善などの問題意識を持ち、改善策を考
え、実行し、優れた取り組みについてはその効果を含めて自ら発表会を通じて全従業員に共有しま
す。地区大会などを勝ち抜いたチームが出場し、取り組みの内容を発表する「JRK活動全社発表会」
は、毎年行われる当社グループの一大イベントの一つです。

 次のページをご覧ください。



 当社グループは、2019年3月期より、未来創造プログラム「HIRAMEKI」という新規事業提案制度
をスタートしました。新規事業を自ら考え、自ら取り組みたいと考える従業員であれば、年齢や経
験を問わず誰でも応募できます。

 前期はコロナ禍の中ではあったものの、75件の応募がありました。その中から21件を選考し、提案
者はコンサルティング会社のアドバイスを受けながら、提案資料をブラッシュアップしていきます
。その中から更に数名が選考され、最終的に社長をはじめとしたマネジメントの前で提案者自らプ
レゼンテーションを行います。

 その結果、検討プロジェクトが発足し、提案した本人がそのプロジェクトに配属されます。昨年の
応募メンバーからは今期2名が自ら提案したプロジェクトの担当者となりました。これまで、いかし
ゅうまい販売等を行う萬坊のグループ会社化や古民家再生プロジェクトなどが実現しています。

 ビジネスプランを立てたことのないような従業員が、マーケティングや収支計画を含めたプランを
練っていくという点、そして、キャリア形成は自分の力で行うことができるというメッセージを発
した点で、意義深い取り組みであると考えています。

 続いて、「社員が”幸せ”を感じ、”いきいき”と活躍できる環境づくり」について説明します。次のペ
ージをご覧ください。



 当社グループでは、社員一人ひとりが「元気」に“いきいき”と活躍することが、会社と地域の元気を
つくるうえで最も大切であると考えており、健康経営を経営上の重要な施策の一つとして捉えてい
ます。

 本年４月には、より明確に健康経営を推進していくという決意を示すため、「ＪＲ九州グループ健
康宣言」を制定・公表するとともに、「健康づくり基本方針」を策定いたしました。

 具体的な取り組みとして、産業医・保健師スタッフの職場巡回・健康相談などによる健康管理や禁
煙サポートに加え、従業員が楽しみながら健康づくりに取り組める「歩活（あるかつ）」イベント
の開催などを通じて、社員の健康づくりを推進しています。

 また、長時間労働の抑制も重要であると認識しており、日々の労働時間の正確な把握を行い、長時
間労働を発生させないための管理の徹底を図っております。

 なお、健康経営の推進にあたっては、社長を健康経営責任者とし、中期経営計画期間に合わせて健
康に関するＫＰＩを設定するとともに、取り組みの進捗状況等について取締役会への報告を行って
います。

 次のページをご覧ください。



 新型コロナウイルス感染症の感染拡大期においては、不透明な社会・経済の状況が続く中、まずは
従業員の不安を払しょくすることが最重要と考え、グループ会社を含めて雇用を確保するというト
ップメッセージをいち早く発信しました。

 加えて、トップメッセージでは、コロナ禍で厳しい社会・経済、当社グループの状況だからこそ、
あらためて安全と安心を見つめなおし、地域を元気にしていくという原点に立ち返ろうといった会
社としての基本的な方向性をすべての従業員に対して示しました。

 さらに、従業員の安全・安心の確保のため、健康管理体制の充実や時差出勤・テレワークの活用な
どに取り組むとともに、新たな働き方に対応するシステムの導入などを推進しました。

 次のページをご覧ください。



 従業員の意識等を社内の感覚や尺度だけではなく客観的に把握し可視化するとともに、その結果を
分かりやすく公表することも重要であると考え、従業員意識調査を定期的に実施しています。

 調査は、仕事・職場等に対する従業員の意識と、それらの意識に影響している要因を分析した上で
、今後の組織活性化施策への活用を通じて従業員の満足度を高めていくことを目的としており、大
きく分けて会社の将来性、満足度、仕事の負担感の３つの観点で実施しています。

 今回の調査では、長引く新型コロナウイルス感染症の影響により低迷している業績の影響等から、
会社の将来性について不安を抱く従業員の増加や、毎日規則正しく運行するという鉄道事業の職務
の特性上、仕事のマンネリ感を感じる従業員が多いことなどが課題として抽出されております。

 このような状況を踏まえ、各部門や支社においてグループワークや意見交換会を通じて、より具体
的な従業員の声を聞き、課題解決に向けて施策への反映を検討していきます。

 次のページをご覧ください。



 現在、コロナ禍で大きなダメージを受けた鉄道事業において、業務運営プロセス及び業務運営体制
の再構築を通じたコスト構造改革のためのBPRを推進しています。従業員一人ひとりの経営参画の
意識を高めることがBPR成功の鍵と考えています。

 毎週、鉄道事業部門の責任者やCFOが従業員に対してBPRの進捗状況・会社の現状をレポート配信
し、社内のイントラネットにおいては各現場での取り組みが共有されるなど、従業員の意識改革と
BPRの取り組みの深度化が進んでいます。

 次のページをご覧ください。



 当社グループの持続的な成長のためには、ダイバーシティの推進による人材の強化が不可欠です。

 ダイバーシティ推進の取り組みの一つとして、女性の活躍を推進しています。「女性活躍推進法」
に基づき策定した行動計画については、管理職に占める女性の割合を6%とする目標を達成しました
。現在は女性の定着率を95%以上とする目標を掲げ、フレックスタイム制や養育休暇を導入する等
、女性がいきいきと働き続けることのできる雇用環境の整備に取り組んでいます。

 また、女性を現場長やグループ会社の役員等に積極的に登用してマネジメントを経験させており、
現在2名の女性執行役員が活躍しています。今後は女性管理職の割合が社員に占める女性割合と同水
準となることを目指し、更なる女性活躍の推進に向けて取り組んでいきます。

 次のページをご覧ください。



 当社グループは、戦略的な出向を人づくりの重要な取り組みの一つとして位置づけています。戦略
的な出向を通じて従業員が多様な経験を積むことは、当社グループの人材の多様性の推進に繋がる
だけでなく、持続的な成長に直結するものと考えています。

 当社グループ内だけでなく、グループ外の様々な業種の企業に出向し、その業務内容は多岐にわた
ります。例えば、DX推進担当やデータサイエンティスト、ファンドのハンズオン先のCFO、M&Aを
行ったグループ会社であるヌルボンへの経営層としての出向などを行っています。現在出向してい
る従業員は114名にのぼり、出向者が出向先でどのように活躍しているかはレポートを発信し、全て
の従業員に共有しています。

 こうした戦略的出向を通じてスキルアップした従業員が、今後当社グループの事業戦略を推進して
いく上での中核となると考えています。

 次のページをご覧ください。



 人づくりは経営戦略の一部であり、人流に依存しない事業への進出や、非効率な事業の再編・売却
、既存事業の構造改革といった当社グループの当面の経営戦略と連動する形で、人材の育成・強化
を行うとともに、人的資本の配分の検討を行っていくことが重要と考えています。

 当社グループのあるべき姿である「安全とサービスを基盤として九州、日本、そしてアジアの元気
をつくる企業グループ」の実現に向けて、「学び・挑戦する人づくり」や「従業員が幸せを感じ、
いきいきと活躍できる環境づくり」を進め、次期中期経営計画の策定にあたっては、経営戦略とと
もに、人づくりについてもその主要な構成要素の一つとして検討を進めてまいります。

 次のページをご覧ください。



 人づくりは、「当社グループが常に考えるべきこと」の一つであり、その取り組みに終わりはあり
ません。経営戦略に応じたプロフェッショナル人材の育成、グループ全体での健康経営の推進など
働きやすさの追求と働きがいの創出の深度化、女性活躍などのダイバーシティの更なる推進は、今
後も継続して取り組むべき課題と認識しています。

 こうした課題認識を踏まえ、PDCAサイクルを回し、きめ細かな人事施策を行うとともに、経営戦略
の一つとしての人づくりに取り組むことで、当社グループの持続的な企業価値向上を目指してまい
ります。

 以上で説明を終わります。 ご清聴ありがとうございました。


